
平成十五年総務省・文部科学省令第二号

放送大学学園法施行規則

放送大学学園法（平成十四年法律第百五十六号）第七条、第九条及び第十九条の規定に基づき、放送大学学園法施行規則を次のように定

める。

（事業計画の作成）

第一条　放送大学学園法（以下「法」という。）第七条に規定する事業計画には、次に掲げる事項に関する計画を示さなければならない。

一　法第四条第一項第一号に規定する放送大学を設置し、これを運営することに関する事項

二　法第四条第一項第二号に規定する放送大学における教育に必要な放送の実施に関する事項

三　法第四条第一項第三号に規定する業務に関する事項

四　前三号に掲げるもののほか、放送大学学園（以下「学園」という。）の行う業務に関する事項

（事業計画の認可の申請）

第二条　学園は、法第七条前段の規定により事業計画の認可を受けようとするときは、申請書に次に掲げる書類を添付して、主務大臣に提

出しなければならない。

一　当該会計年度末における予定貸借対照表及び当該会計年度の予定損益計算書

二　前会計年度末における予定貸借対照表、前会計年度の予定損益計算書及び前会計年度における業務の実施状況を記載した書類（認可

の申請の日から当該前会計年度の末日までの間に行おうとする業務があるときは、その概要を記載した書類を含む。）

三　学園が他の団体等に対して出資を行う場合における当該団体等の名称、当該会計年度末及び前会計年度末における出資予定額並びに

当該会計年度におけるその増減その他の出資に係る明細

四　当該会計年度の収支予算書

五　その他当該事業計画の参考となる書類

２　学園は、法第七条後段の規定により事業計画の変更について認可を受けようとするときは、変更しようとする理由及び事項を記載した

申請書を主務大臣に提出しなければならない。この場合において、当該変更が前項各号の書類の変更を伴うときは、当該変更後の書類を

添付しなければならない。

（借入れの認可の申請）

第三条　学園は、法第八条の規定により、弁済期限が一年を超える資金の借入れの認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載し

た申請書を主務大臣に提出しなければならない。

一　借入れを必要とする理由

二　借入金の額

三　借入先

四　借入金の利率

五　償還の方法及び期限

六　利息の支払の方法及び期限

七　その他必要な事項

（重要な財産の範囲）

第四条　法第九条に規定する主務省令で定める重要な財産は、土地及び建物並びに主務大臣が指定するその他の財産とする。

（重要な財産の譲渡等の認可の申請）

第五条　学園は、法第九条の規定により重要な財産を譲り受け、譲渡し、交換し、又は担保に供すること（以下「譲渡等」という。）につ

いて認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書に、譲渡等を証する書面を添付して、主務大臣に提出しなければな

らない。

一　譲渡等の相手方の氏名又は名称及び住所

二　譲渡等に係る財産の内容及び評価額

三　譲渡等に係る財産が不動産の場合には、その所在地及び地番

四　譲渡等に係る財産が所有権以外の権利の目的となっているときは、その権利の種類及び内容

五　譲渡等の時期、対価の額、その支払又は受領の時期及び方法その他譲渡等の条件

六　担保に供しようとするときは、担保される債権の額及びその権利の種類

七　譲渡等の理由

附　則

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（放送大学学園の財務及び会計に関する省令の廃止）

第二条　放送大学学園の財務及び会計に関する省令（昭和五十六年文部省・郵政省令第一号）は、廃止する。

（事業計画の認可の申請に関する経過措置）

第三条　学園の最初の会計年度の事業計画の認可の申請については、第二条第一項第二号及び第三号中「前会計年度」とあるのは、「法の

施行の際現に存する放送大学学園の解散の日の前日を含む事業年度」とする。

附　則　（平成二三年六月二九日総務・文部科学省令第一号）

この省令は、放送法等の一部を改正する法律（平成二十二年法律第六十五号）の施行の日（平成二十三年六月三十日）から施行する。
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